
■ 20年度は3,000戸の酪農家調査と
■ 1,077戸の経営離脱調査を実施
わが国の生乳生産構造の実態や酪農経営の動向など

を把握し、生乳流通の変化と国際化の進展に対応し得

る酪農生産構造の実現のための検討が重要となってい

ることから、本会は指定団体などと連携し、20年度に

酪農全国基礎調査を実施した。20年度の調査は、全国

の酪農家3,000戸を対象とする「酪農家調査」と経営

離脱酪農家1,077戸を対象とする「経営離脱等酪農家

調査」を実施した。

「酪農家調査」は、20年９月１日現在で指定団体の直

接会員または間接会員となっていた酪農家3,000戸を

対象に実施した。調査内容は①酪農家の経営主の年齢、

経営形態、経営従事者数など酪農経営の基礎データ、②

粗飼料や食品残さの利用状況など飼料の調達状況等、

③飼料価格高騰への対応など生産コスト抑制のための

取り組み、④生産性向上のための課題、⑤経営展開の方

向など酪農経営の将来の見通し―について調べた。

回収結果は、3,000戸のうち2,443戸が回答し、回収

率は81.4％。地域別では北海道が990戸のうち640戸

（回収率は64.6％）、都府県は2,010戸のうち1,803戸

（89.7％）となった。なお、今回調査対象となった

3,000戸の酪農家は、平成19年度の酪農全国基礎調査

で整備した酪農家から無作為で抽出したため、調査時

点ですでに経営離脱していた酪農家があり、これらの

酪農家は調査対象から除外した。

「経営離脱等酪農家調査」については、①生乳出荷

停止の理由、②経営中止酪農家の経営内容、③酪農経

営中止の理由、④経営負債の原因、⑤出荷停止時の乳

用牛頭数、年間出荷乳量、経産牛舎の収容規模、⑥乳

用牛の処分方法―について調べた。回収結果は、全国

で1,077戸、うち北海道は98戸、都府県は979戸が回答

した。調査結果の概要は以下の通り。

■ 大規模経営で経営承継が順調に進む
調査の対象となった経営主の年齢には、北海道と都

府県ともに、経産牛飼養規模の増大にともない低下す

る傾向がみられる。特に、経産牛飼養規模40頭以上

150頭未満の経営で、60歳以上の経営主の占める比率

が低くなった。その背景は、経産牛飼養規模50頭を境

にして、「後継者が決まっている」酪農家の比率が急

速に高まり、このような経営では、とくに60歳以上の

経営主の世代交代が比較的順調に進んでいることが推

察される。

なお、昨年度と今年度の調査で共通して対象となっ

た北海道の酪農家（421戸）では、昨年度において経

営主が60代であった酪農家は45戸だったが、その

8.9％において60歳代から30歳代へ経営主の世代交代

がみられた。他方、都府県の酪農家（1,490戸）にお

いては、同325戸の4.3％を占める酪農家で60歳代から

30・40歳代へ経営主の世代交代がみられた。

しかし、この10年間では、わが国の酪農家戸数が約

3分の2に減少している。今年度の調査においては、経

営主の約3割が60歳以上であり、かれらのリタイア時

期が間近に迫っていることを考えると、「後継者はい

ない」比率の高い経営層（北海道：経産牛飼養規模40

頭未満、都府県：同30頭未満）から、地域酪農が自壊

する恐れがある。（表-01）

■ 乳用種産子率の低下と平均産次数の減少で
■ 乳用牛飼養頭数を減少
各酪農家の総分娩頭数に占める乳用種産子数の比率

の平均（以下、平均乳用種産子率）は、北海道

（77.9％）と都府県（43.9％）との間に大きな差がみら
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れた。この平均乳用種産子率を経産牛飼養規模別に比

較すると、北海道では経産牛飼養規模の増大に伴い上

昇するが、都府県では40頭未満層までは上昇し、それ

を超えると停滞もしくは下降傾向に転じている。この

ような傾向は、都府県における乳用後継牛の減少と深

い関係があるのではないかと推察される。

廃用時産次数の平均は、北海道（4.3産次）と都府

県（3.9産次）の間に0.4産次の差がみられた。昨年度

と今年度の調査で共通して対象となった酪農家（北海

道395戸、都府県1,371戸）の廃用時平均産次数の推移

をみると、北海道と都府県ともに、昨年度において４

産次未満であった階層では産次数の増加した酪農家の

比率が高く、４産次以上の階層では産次数の減少した

酪農家の比率が高い傾向がみられた。この廃用時平均

産次数の減少は、都府県における経産牛飼養頭数の減

少を惹き起した要因の一つと言える。

乳用種産子率の低下と平均産次数の減少は、酪農経

営をめぐる情勢が厳しさを増す中で、特に都府県にお

ける乳用後継牛の確保が年々困難となり、生産基盤の

脆弱化がいっそう加速する可能性を示唆している。

（表-02,図01）
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表-01 経産牛飼養規模別にみた経営主の年齢構成（全国） 

図-01 酪農家戸数の乳牛廃用時の平均産次数別構成割合 

表-02 酪農家戸数の乳用種産子率別構成割合 
（乳用種産子率＝乳用種産子数／総分娩頭数） 

10.0 20.0 25.0 45.0 100.0205頭未満 

2.2 11.8 32.4 30.1 22.1 0.7 100.00.713610頭未満 

2.2 15.6 36.1 31.4 14.1 0.5 100.040420頭未満 

6.0 19.8 40.2 25.3 7.2 0.7 100.00.743030頭未満 

5.0 18.9 46.4 24.5 3.9 0.9 100.00.544040頭未満 

11.6 25.8 42.3 16.1 2.6 0.6 100.01.031050頭未満 

9.7 24.3 50.1 12.5 2.3 100.01.038375頭未満 

10.7 24.2 46.3 16.1 1.3 0.7 100.00.7149100頭未満 

14.6 23.3 40.8 14.6 1.9 1.9 100.02.9103150頭未満 

12.7 23.8 34.9 22.2 3.2 1.6 100.01.663150頭以上 

30代 40代 50代 60代 70代～ 無回答 計 ～20代 戸数  

640 2.1 4.5 6.1 30.5 53.9 3.0 100.0北海道 

1,803 24.4 16.6 23.1 22.8 10.9 2.2 100.0都府県 

2,443 18.6 13.4 18.6 24.8 22.1 2.4 100.0全　国 

酪農家 
戸　数 

20％未満 20％ 
～40％ 

40％ 
～60％ 

60％ 
～80％ 

80％以上 無回答 計 
 

9.87.913.824.833.010.9

9.411.417.326.427.28.3

9.96.712.324.235.111.8

3～4 
産未満 

4～5 
産未満 

5～6 
産未満 

6産以上 無回答 3産未満 

全　国 

北海道 

都府県 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％ 
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■ 飼料作物生産と食品残さ利用には
■ 大きな地域間格差
この数年間の輸入穀物価格の高騰を契機に家畜用飼

料作物を国内で増産することの必要性が高まっている

が、経産牛1頭当たりの牧草・飼料作物平均作付面積

は北海道（0.82ha）と都府県（0.18ha）とで大きな格

差がみられた。酪農家の粗飼料自給割合を比較すると、

北海道では「全量」の酪農家が占める率は68.4％、都

府県では「5割以下」が占める率は66.1％だった。

このような状況の下で、粗飼料生産を増加したいと

いう酪農家の率は北海道で26.4％、都府県で31.3％を

占めた。粗飼料自給率の向上を志向する酪農家の割合

は、北海道と都府県ともに、経産牛飼養規模の増大に

ともない高くなる傾向がみられた。

しかし、昨年度と今年度の調査で共通の対象となっ

た酪農家（北海道424戸、都府県1,458戸）では、昨年

度に粗飼料自給割合を「増加したい」という意向を示

した酪農家（北海道90戸、都府県420戸）のうち、今

年度になって「現状程度を維持する」という考えに変

わった酪農家の比率が北海道で41.1％、都府県では

32.4％を占めた。この両地域にみられる8.7ポイントの

差は、この１年間に牧草・飼料作物作付面積の拡大を

達成した酪農家の占める比率の差を反映したものと推

察される。

また、食品残さを飼料として利用している酪農家

（ビートパルプだけの利用を除く）は、北海道で

22.2％、都府県で38.4％を占めた。これらの酪農家が

利用している食品残さの種類は、北海道よりも都府県

において多く、経産牛飼養規模の増大にともない増加

する傾向がみられた。食品残さを利用しない理由では、

北海道と都府県ともに、「近隣に供給する業者がいな

い」と回答した酪農家が約半数を占めていることから、

小規模な経営にも食品残さを安定的に供給できる体制

を早急に整備することが期待される。（図02,図03）

図-02 酪農家戸数の粗飼料の自給割合別構成 

図-03 食品残さの種類別にみた利用酪農家の割合 
（ビートパルプのみの利用農家を除く） 

3～5割 6～9割 全　　量 無 回 答 2割以下 

1.124.124.720.729.5

68.425.02.03.4

1.18.424.527.338.8

全　国 

北海道 

都府県 
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■ 先行き不透明な中で
■ 経営規模の現状維持派が増加
酪農経営をめぐる情勢が先行き不透明な中で、５年

後の経営規模を拡大する意向のある酪農家の割合は北

海道が26.7％、都府県が14.3％だった。経産牛飼養規

模の５年後の見通しは、北海道と都府県ともに、ほと

んどの規模階層において「現状と同規模」か「現状よ

り１階層上の規模」に集中しており、両地域の平均飼

養頭数の現状対比はともに116％だった。

生産性の向上を図る上での問題点に関しては、北海

道と都府県ともに、「資金不足により経営を合理化で

きない」と「労働力不足により規模拡大できない」を

あげる酪農家の割合が高いという結果となった。なお、

北海道では、「資金不足」をあげる酪農家の比率が経

産牛飼養規模30頭以上100頭未満層で、「労働力不足」

をあげる比率が100頭以上150頭未満層で高いという特

徴がみられた。一方、都府県では、「資金不足」の比

率が経産牛飼養規模の増大にともない上昇し、「労働

力不足」は小規模層ほど高くなる傾向がみられた。

昨年度と今年度の調査で共通の対象となった酪農家

の経営展開の方向性では、北海道で「他部門へ転換」、

「規模縮小」から「現状規模で継続」へ、都府県で

「規模縮小」、「規模拡大」、「他部門へ転換」から「現

状規模で継続」へ転向した酪農家の割合が高くなった。

このことからも、酪農経営をめぐる情勢が目まぐるし

く変化する下で、酪農家の経営意向も大きな影響を受

けていることが推察される。（図-04）

■ 酪農経営の中止理由は多様化
生乳出荷を停止した理由は、北海道と都府県ともに、

「酪農経営の中止」がほとんどであり、酪農経営を中

止した理由では「後継者の不在・経営主の高齢化」と

「病気、ケガ、災害等」が両地域に共通して最も多く

みられた。次に多い理由は、北海道で「負債問題で経

営が不可能」と「経営に余裕がある内に中止」、都府

県では「経営に余裕がある内に中止」と「他品目への

転換の方が魅力的」の順に続き、両地域の間に特徴的

な違いがみられた。

経営を中止した酪農家の経営内容を、地域における

平均的な経営レベルの酪農家と比べると、「良い」と

「やや良い」の割合の合計が北海道で27.9％、都府県

で14.0％だった。また、地域の平均レベルよりも経営

内容が良いにも関わらず経営を中止した酪農家の割合

を経営規模（生乳出荷停止時の経産牛舎規模）にみる

と、北海道は51頭～75頭規模で44.0％（25戸中の11戸）、

都府県では同21.9％（41戸中の9戸）だった。

さらに、これを年齢別にみると、北海道では経営主の

年齢が50歳以上の酪農家で経営内容が良いにも関わら

ず経営を中止した割合が比較的多いことが分かった。

他方、都府県ではこのような傾向は見られなかった。

以上の考察結果から、北海道と都府県ともに、経営

中止農家の８割以上は経営規模が平均以下の農家であ

る一方、特に北海道においては、経営規模で平均的な

酪農家において、経営内容が良いにも関わらず経営を

中止している割合が高いことが明らかとなった。周知

のように、酪農用施設や機械は他産業への転用機会が

限られている上に、酪農経営を一度中止すると再開が

困難であることから、地域酪農を維持するためには、

中核的酪農家の経営承継を支援するシステムの構築が

喫緊の課題であると言える。

図-04 5年後の酪農経営（規模）の見通し別にみた酪農家戸数の構成割合 

8.23.53.87.617.559.4

7.42.51.43.926.758.1

8.43.94.78.914.359.8

規模拡大 規模縮小 他部門へ転換 農業経営中止 
わからない 
・無回答 

現状維持 

全　国 

〈酪農経営の方向性〉 
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